
・旧国庫補助事業 【別紙２】
番
号 事業名 事業概要（対象経費）

01 地域医療支援センター運営事業
地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援と一体的に、医師不足病院への医師の配置等を行うため
「地域医療支援センター」の運営に係る経費について財政支援を行う。

02 看護師等養成所運営事業　（保健師養成所運営事業）
保健師養成所の運営事業に対して補助する。

03 看護師等養成所運営事業　（助産師養成所運営事業）
助産師養成所の運営事業に対して補助する。

04 看護師等養成所運営事業　（看護師（３年課程）養成所運営事業）
看護師（３年課程）養成所の運営事業に対して補助する。

05 看護師等養成所運営事業　（看護師（２年課程）養成所運営事業）
看護師（２年課程）養成所の運営事業に対して補助する。

06 看護師等養成所運営事業　（准看護師養成所運営事業）
准看護師養成所の運営事業に対して補助する。

07 看護師等養成所運営事業　（看護師養成所３年課程導入促進事業）
准看護師養成所から看護師養成所３年課程の移行準備に必要な専任教員及び事務職員を配置し、円滑
な開校に向けたカリキュラムの策定等を行うものとする。ただし、看護師養成所３年課程の設置等計画に係
る審査を受けている者に限る。

08 看護師等養成所運営事業　（助産師養成所開校促進事業）
助産師養成所の設置準備に必要な専任教員を配置し、円滑な開校に向けたカリキュラムの策定等を行うも
のとする。補助先は助産師養成所の設置等に係る審査を受けている者に限る。

09 看護師等養成所運営事業　（看護師養成所修業年限延長促進事業）
看護師養成所の修業年限の延長に伴い必要となる専任教員を配置し、円滑な移行に向けたカリキュラム
の作成等を行うものとする。

10 救急勤務医支援事業
第二次救急医療機関や周産期母子医療センターに勤務する救急医の処遇改善を図るため、休日・夜間に
おいて救急勤務医手当（宿日直手当や超過勤務手当とは別）を支給する。

11 小児救急電話相談事業
地域の小児科医等による夜間の小児患者の保護者等向けの電話相談体制を整備することにより、地域の
小児救急医療体制の補強と医療機関の機能分化を推進し、全国どこでも患者の症状に応じた適切な医療
が受けられるようにする。
（電話相談は全国同一短縮番号（＃8000）等により地域の小児科医等へ相談する。）

12 小児救急地域医師研修事業
地域の内科医等を対象とした小児救急に関する医師研修事業を実施し、地域の小児救急医療体制の補強
及び質の向上を図る。

13 小児救急医療体制整備事業　(ｱ)小児救急医療支援事業
小児科を標榜する病院群又は病院が輪番制方式又は共同利用型方式により、休日・夜間の小児救急患者
の受入体制を整備する場合において、当番日の病院に対して、小児救急医療に必要な医師、看護師等の
医療従事者の配置に必要な経費について財政支援を行う。

14 小児救急医療体制整備事業　(ｲ)小児救急医療拠点病院運営事業
二次医療圏単位での小児救急医療の確保が困難な地域において、広域（原則複数の二次医療圏）を対象
に小児救急患者を受け入れる「小児救急医療拠点病院」の運営に必要な経費について財政支援を行う。

15 救急医療専門領域医師研修事業
入院を要する救急医療を担う医療機関等で診療を行う医師を対象に、脳卒中・急性心筋梗塞・小児救急・
重症外傷等に関する専門的な救急医療の研修を救命救急センター等において実施するために必要な経費
について財政支援を行う。

16 小児集中治療室医療従事者研修事業
小児の集中治療に習熟した小児科医の数が不足している状況にあることから小児専門医の確保のための
研修事業に対する補助を行う。

17 新生児医療担当医確保支援事業
過酷な勤務状況にある新生児医療担当医の処遇を改善するため、出生後ＮＩＣＵへ入室する新生児を担当
する医師へ手当を支給する医療機関に対し財政支援を行う。

18 医師派遣等推進事業

都道府県医療対策協議会の要請を踏まえ、医師不足地域の医療機関へ医師派遣を行う医療機関を多数
確保し、円滑に医師派遣が実施される体制を構築するため、
 ① 都道府県医療対策協議会が医師派遣の調整等を行う場合に必要となる経費
 ② 派遣先医療機関が派遣医師を受け入れるための準備に必要な経費
 ③ 医師を派遣することに伴い派遣元医療機関に生じる逸失利益等
 ④ 派遣医師が派遣後に海外研修に参加する自己研鑽に必要となる経費
等に対する補助を行う。

19 女性医師等就労支援事業 
出産・育児及び離職後の再就業に不安を抱える女性医師等に対し、各都道府県において受付・相談窓口
を設置して、復職のための研修受入医療機関の紹介や出産・育児等と勤務との両立を支援するための助
言及び就労環境の改善を行い、女性医師等の離職防止や再就業の促進を図る。

20 産科医等確保支援事業
産科医等の処遇を改善しその確保を図るため、分娩手当等を支給する分娩取扱機関に対して財政支援を
行う。

21 産科医等育成支援事業
臨床研修修了後の後期研修で産科を選択する者の処遇改善を行う医療機関に対して財政支援を行い、産
科を志望する若手医師等の確保を図る。
①専任教員の経験等に応じ求められる資質や能力の向上を図るため、専任教員に対し経験等に応じた継
続的な研修を実施。
②看護師等養成所の実習場所である病院、訪問看護ステーション、老人保健施設、社会福祉施設等への
実習指導者を確保するため、実習指導者講習会を実施。
③実務経験5年以上の中堅看護職員を対象に専門領域の実務的な知識・技術の向上を図る。
④（がん）がんの医療水準の均てん化に向け、がん医療を中核的に担っている医療機関において専門的な
臨床実務研修を行う。
（糖尿病）糖尿病に係る専門的な看護職員の育成を図るため、糖尿病に係る医療を中核的に担っている医
療機関において臨床実務研修を行う。
⑤チーム医療のもとに看護師等の専門性を発揮する機会の増大を図り、医師と看護師等の協働と連携を
促進するため、看護師等の能力の研鑽のための研修を実施。
⑥潜在看護職員又は潜在助産師の復職の促進を図るため、潜在看護職員等に対する臨床実務研修を実
施。
⑦医師による安全管理や医師と助産師との協働に関するノウハウ等について、先駆的に「院内助産所」や
「助産師外来」に取り組んでいる医療機関の医師や助産師を講師として研修を実施。

①都道府県等において看護教員の養成講習会を着実に実施し、看護教員の質と量の双方の充実強化を
図るため、講習会の開催に必要な経費を支援するとともに、幹部教員、保健師・助産師教員の講習会の実
施や他県からの受講生の受入を促進するための支援を行う。
②勤務医の業務負担の軽減を図る観点から、チーム医療の下、医療従事者の役割分担が推進できるよ
う、高度な技術を有する認定看護師を積極的に養成するが必要あるため、認定看護師の養成研修や、認
定看護師を対象とした従来よりも幅広い業務を行うための研修の実施に対する支援を行う。

23 新人看護職員研修事業
看護の質の向上や安全な医療の確保、早期離職防止の観点から、新人看護職員の質の向上を目的とした
臨床研修は不可欠であり、保健師助産師看護師法等の改正（平成22年4月1日施行）を踏まえ、新人看護
職員が臨床研修を受けられる体制を構築するための支援を行う。

24 病院内保育所運営事業
子供を持つ看護職員、女性医師をはじめとする医療従事者の離職防止及び再就業を促進するため、医療
機関に勤務する職員の乳幼児の保育を行う病院内保育所の運営に対する支援を行う。

25 看護職員確保対策特別事業
都道府県等が創意工夫を凝らし、地域の実情に応じた看護職員の離職防止対策を始めとした総合的な看
護職員確保対策に関する特別事業の展開を図り、効果的、かつ、効率的な看護職員確保対策を実施す
る。

26 訪問看護推進事業
訪問看護を推進するため各都道府県において訪問看護推進協議会の設置、訪問看護ステーションと医療
機関の看護師の相互交流による研修等の実施、在宅医療等に関する普及啓発事業を実施する。

27 看護職員の就労環境改善事業
看護職員については、夜勤を含む交代制などにより厳しい勤務環境に置かれている者も多いため、看護職
員が安心して働ける環境を整備し、｢雇用の質｣を高め、看護業務が｢就業先として選ばれ、健康で生きがい
を持って能力を発揮し続けられる職業｣となることが求められている。
そのため、魅力ある職場となるための｢職場づくり、人づくり、ネットワークづくり｣を推進する必要がある。

28 看護補助者活用推進事業

看護職員と看護補助者の業務分担を進め、看護補助者を活用することにより、看護職員の負担軽減に資
するとともに雇用の質の向上を図るため、都道府県が看護管理者（看護部長、看護師長等）向けに実施す
る看護補助者の活用も含めた看護サービス管理能力の向上のための研修の実施に必要な経費について
財政支援を行う。

29 在宅歯科医療連携室整備事業
在宅歯科医療を推進するため、医科・介護等との連携窓口、在宅歯科医療希望者等の窓口、在宅歯科医
療や口腔ケア指導等の実施歯科診療所等の紹介、在宅歯科医療に関する広報、在宅歯科医療機器の貸
出などを行う在宅歯科医療連携室を整備する。
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30 看護師等養成所初度設備整備事業
看護師等養成所の初度設備整備に必要な経費を補助する。

31 看護師等養成所教育環境改善設備整備事業
看護師等養成所の教育環境改善設備整備に必要な経費を補助する。

32 院内助産所・助産師外来設備整備事業
院内助産所・助産師外来の設備整備に必要な経費を補助する。

33 在宅歯科診療設備整備事業
在宅歯科診療の設備整備に必要な経費を補助する。

34 がん診療施設設備整備事業
がん診療施設の設備整備に必要な経費を補助する。

35 医学的リハビリテーション施設設備整備事業
医学的リハビリテーション施設の設備整備に必要な経費を補助する。

36 歯科衛生士養成所初度設備整備事業
歯科衛生士養成所の初度設備整備に必要な経費を補助する。

37 在宅介護者への歯科口腔保健推進設備整備事業
在宅介護者への歯科口腔保健推進設備の整備に必要な経費を補助する。

38 看護師勤務環境改善施設整備事業
看護職員が働きやすく離職防止につながる新築、増改築、改修に要する工事費等

39 看護師宿舎施設整備事業
病院の看護師宿舎の個室整備に伴う新築、増改築、改修に要する工事費等

40 病院内保育所施設整備事業
病院内保育所の新築、増改築、改修に要する工事費等

41 看護師等養成所施設整備事業
学校又は養成所（寄宿舎を含む。）の新築、増改築に要する工事費等

42 看護師養成所修業年限延長施設整備事業
看護師養成所の新築、増改築、改修に要する工事費等

43 看護教員養成講習会施設整備事業
看護教員養成講習会の定員の増加等に必要な新築、増改築、改修に要する工事費等

44 院内助産所・助産師外来施設整備事業
院内助産所・助産師外来の開設に必要な増改築、改修に要する工事費等

45 がん診療施設施設整備事業
がん診療施設の新築、増改築に要する工事費等

46 医学的リハビリテーション施設施設整備事業
医学的リハビリテーション施設の新築、増改築に要する工事費等

47 歯科衛生士養成所施設整備事業
学校又は養成所の新築、増改築に要する工事費等
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